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1.事業報告の｢会計監査人の状況｣ 

(1) 会計監査人の名称 
新日本有限責任監査法人 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 
 441百万円 

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 
 1,046百万円 
(注)1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査の報酬等の額と

金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分しておりませんので、これらの合

計額を記載しております。 

2. 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第 2条第 1項の業務以外の業務である、
英文開示書類の助言業務についての対価を支払っております。 

③当社の重要な子会社(｢1.企業集団の現況に関する事項｣の｢⑹重要な子会社の状況｣に記載)
のうち、海外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。 

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

会計監査人が会社法第 340条第 1項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、
監査役会は監査役全員の同意により、会計監査人を解任します。また、そのほか会計監査人

であることにつき支障があると判断される場合には、取締役会は監査役会の同意を得て、ま

たは監査役会の請求により、会計監査人の解任または不再任の議案を株主総会に提出します。 

2.事業報告の｢会社の体制及び方針｣ 

●取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確

保するための体制 
当社が、会社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項の概

要は、下記のとおりであります。 

(1) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会を設置し、会社の重要な業務執行の決定及び個々の取締役の職務の執行の監督を

行う。また、監査役会を構成する監査役は、取締役の職務の執行を監査する。 

②効率的で機動的な経営を行うため、取締役会の構成は小規模なものとし、業務執行につい

ては明確な形で執行役員及び従業員に権限を委譲する。 

③事業戦略などの会社の重要事項について審議し議論するエグゼクティブコミッティ、並び

に会社の日常的な業務執行に関する事項について審議し議論するオペレーションズコミ

ッティを設置する。 

④地域及び特定の事業領域に関する事項を審議し議論するマネジメントコミッティを設置

する。 

⑤クロス・ファンクション活動(機能横断的活動)を進めるため、クロス・ファンクショナル・
チーム(CFT)を置く。CFTは、会社が取り組むべき各種の課題や問題を発掘し、それをラ
イン組織に提案する。 

⑥社内意思決定の迅速化を図り、意思決定プロセスを明確にするため、明確で透明性の高い

権限基準を整備する。 
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⑦中期経営計画及び年度事業計画の策定を通じ、経営方針と事業目的を具体化し、共有する

ことにより、効率的かつ効果的な業務執行を行う。 

(2) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①世界中のグループ会社で働く全ての社員を対象として｢グローバル行動規範｣を策定し、そ

の周知・徹底を図る。 

②行動規範の遵守を確実なものとするため、e ラーニングなどの教育プログラムを充実させ
る。 

③当社の取締役や執行役員を対象に、｢取締役・執行役員の法令遵守ガイド｣を策定し、その

遵守を徹底する。 

④反社会的勢力に対しては、会社として毅然とした態度で臨むものとし、当社の役員・従業

員は、万一反社会的勢力から何らかのアプローチを受けた場合は、速やかに上司並びに専

門の委員会に報告し、その指示に従う。 

⑤当社の役員・従業員は、業務遂行上、直接・間接を問わず、詐欺・恐喝等の不正・犯罪行

為に関わることなく良識ある行動をとるものとし、そのような不正・犯罪行為あるいはそ

のおそれがある事態に遭遇した場合は、毅然とした態度で臨むと同時に、速やかに上司並

びに専門の委員会に報告し、その指示に従う。 

⑥これらの遵守状況をチェックし、遵守を保証するための仕組みとして、｢グローバルコン

プライアンス委員会｣を設置する。 

⑦内部通報制度(イージーボイスシステム)を導入することにより、社員からの意見・質問・
要望及びコンプライアンス違反の疑いのある行為等について直接当社マネジメントに伝

えることを可能とする。 

⑧社内規程を整備する。｢グローバル内部者取引防止管理規程｣や｢個人情報管理規程｣などの

規程類を整備し、教育・研修プログラムを通じて、周知・徹底と啓発を行う。 

⑨金融商品取引法及び関連する規則や基準に基づき、財務報告の正確性と信頼性を確保する

ための内部統制の仕組みを強化する。 

⑩当社及びグループ会社の業務執行に関する監査及び法令、定款、企業倫理の遵守状況の確

認等を定期的に行うことを目的に、専門の内部監査部署を設置し、有効かつ効率的な内部

監査を行う。 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①リスクを早期に発見し、必要な対策を検討・実行することにより、発生率の低減を図ると

ともに、万一発生した場合に会社に与える被害の最小化に努め、その目的達成のため、｢グ

ローバルリスク管理規程｣に基づき行動する。 

②全社的・組織横断的なリスクのマネジメントについては、各エグゼクティブコミッティメ

ンバーを中心に管理責任者として任命し、その責任の下、リスク管理マニュアルを策定す

る等具体的対策を講じる。 

③全社的レベルのリスク以外の個別のビジネスリスクの管理は、それぞれのリスク管理責任

者が担当し、リスクの発生を極小化するために、本来業務の一環として必要な措置を講じ

る。 

(4) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①法令及び取締役会規則の定めるところに従い、取締役の職務の執行に係る取締役会の議事

録を作成し、適切に保管・管理する。 
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②各部署の業務遂行に伴って職務権限基準に従って決裁される案件は、電子システムあるい

は書面によって決裁し、適切に保管・管理する。 

③これらの情報は、主管部署が秘匿管理に配慮した厳格な保管・管理を行い、取締役、監査

役等から業務上の必要により閲覧の申請があった場合には、閲覧できる仕組みとする。 

④｢情報セキュリティーポリシー｣に従い、情報の適切な保管・管理を徹底し、情報の漏洩や

不適切な利用を防止する。 

(5) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制 

①適正かつ効率的で統一的なグループ経営が行われるよう、グループ会社横断的な各種マネ

ジメントコミッティを設置する。 

②マネジメントコミッティを通じて、グループ会社に対して情報を伝えるとともに、当社の

経営方針を共有し、国内外のグループ会社の意思決定が効率的かつ迅速に行われることを

確保する。 

③各グループ会社においても、明確で透明性の高い権限基準を策定する。 

④グローバル行動規範の下に、グループ各社は各社独自の行動規範を策定するとともに、コ

ンプライアンス委員会を設置し、法令や企業倫理の遵守を図る。グローバルコンプライア

ンス委員会では、定期的に国内外のグループ会社の状況をモニターし、さらなる法令及び

定款の遵守並びに企業倫理の徹底に取り組む。また、グループ会社でも内部通報制度(イー
ジーボイスシステム)を導入し、意見・質問・要望等を直接所属会社あるいは当社に提出す
る仕組みを整備する。 

⑤当社の内部監査部署は、グループ会社の業務執行及び法令・定款の遵守状況やリスク管理

状況の確認等を目的としてグループ会社監査を実施する。主要なグループ会社においては、

内部監査部署を設置し、当社の内部監査部署の統括の下に独自の内部監査を行う。 

⑥当社の監査役は、連結経営の観点より、グループ全体の監査の実効性を確保するため、定

期的にグループ各社の監査役と情報及び意見の交換を行う。 

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

①監査役の職務を補助するための組織として監査役室を置き、専任の管理職を配置し、監査

役の指揮命令の下にその職務を遂行する。 

②監査役室の使用人の評価は監査役の協議で行い、人事異動や懲戒処分については、あらか

じめ監査役会の同意を得る。 

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

①監査役は、年度監査計画を策定し、監査を実施する。当該計画には社内各部門による業務

報告を含み、これに従って、取締役及び使用人は報告を実施する。 

②取締役は、会社に著しい損害を及ぼす事実またはそのおそれのある事実を発見したときは、

直ちに監査役に報告する。 

③取締役及び使用人は、監査役から業務の執行状況について報告を求められた場合、迅速に

対応する。 

④内部監査部署は、その監査計画や監査結果を監査役に定期的に報告する。 
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(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役のうち半数以上を社外監査役とし、独立性を強化する。監査役は定期的に監査役会

を開催し、監査役相互の情報・意見交換を通じて課題を共有するとともに、必要に応じて

随時協議を行う。 

②社長を始めとする代表取締役と監査役は、定期的に会合を持ち、幅広く意見の交換を行う。 
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3.連結計算書類の｢連結株主資本等変動計算書｣ 

連結株主資本等変動計算書   
（ 自 平成 23 年４月１日

至 平成 24年３月 31日） 
 (単位：百万円)

科      目 金    額 

株主資本 
 資本金 
  当期首残高 605,814
  当期末残高 605,814
 資本剰余金 
  当期首残高 804,470
  当期末残高 804,470
 利益剰余金 
  当期首残高 2,733,253
  当期変動額 
   剰余金の配当 △62,748
   当期純利益 341,433
   自己株式の処分 △ 2,848
   当期変動額合計 275,837
  当期末残高 3,009,090
 自己株式 
  当期首残高 △162,024
  当期変動額 
   自己株式の取得 △9,028
   自己株式の処分 21,510
   当期変動額合計 12,482
  当期末残高 △ 149,542
 株主資本合計 
  当期首残高 3,981,513
  当期変動額 
   剰余金の配当 △62,748
   当期純利益 341,433
   自己株式の取得 △9,028
   自己株式の処分 18,662
   当期変動額合計 288,319
  当期末残高 4,269,832
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 (単位：百万円)

科      目 金    額 

その他の包括利益累計額 
 その他有価証券評価差額金 
  当期首残高 20,862
  当期変動額 
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,883
   当期変動額合計 △3,883
  当期末残高 16,979
 繰延ヘッジ損益 
  当期首残高 1,904
  当期変動額 
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,012
   当期変動額合計 △7,012
  当期末残高 △5,108
 連結子会社の貨幣価値変動会計に基づく再評価積立金 
  当期首残高 △ 13,945
  当期末残高 △ 13,945
 為替換算調整勘定 
  当期首残高 △1,048,919
  当期変動額 
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72,140
   当期変動額合計 △72,140
  当期末残高 △1,121,059
 その他の包括利益累計額合計 
  当期首残高 △ 1,040,098
  当期変動額 
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △83,035
   当期変動額合計 △83,035
  当期末残高 △1,123,133
新株予約権 
 当期首残高 2,415
 当期末残高 2,415
少数株主持分 
 当期首残高 329,953
 当期変動額 
  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △29,070
  当期変動額合計 △29,070
 当期末残高 300,883
純資産合計 
 当期首残高 3,273,783
 当期変動額 
  剰余金の配当 △62,748
  当期純利益 341,433
  自己株式の取得 △9,028
  自己株式の処分 18,662
  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △112,105
  当期変動額合計 176,214
 当期末残高 3,449,997
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(参考情報)｢連結包括利益計算書｣ 

(参考情報) 

連結包括利益計算書 

（ 自 平成 23 年４月１日
至 平成 24年３月 31日） 

 (単位：百万円)

科      目 金    額 

少数株主損益調整前当期純利益 377,823
その他の包括利益 
 その他有価証券評価差額金 △5,286
 繰延ヘッジ損益 △1,564
 為替換算調整勘定 △57,863
 持分法適用会社に対する持分相当額 △22,510
 その他の包括利益合計 △87,223
包括利益 290,600
（内訳） 
 親会社株主に係る包括利益 258,398
 少数株主に係る包括利益 32,202
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4.連結計算書類の｢連結注記表｣ 

連結注記表  
 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

(1) 連結子会社 199社 (国内 76社、海外 123社) 
国内車両・部品販売会社 神奈川日産自動車(株)、日産自動車販売(株) 

日産部品中央販売(株) 他 50社 
国内車両・部品製造会社 日産車体(株)、愛知機械工業(株)、ジヤトコ(株) 、カルソニックカンセイ(株) 

他８社 
国内物流・サービス会社 日産トレーデイング(株)、(株)日産フィナンシャルサービス、(株)オーテックジャパン

他８社 
在外会社 北米日産会社、日産インターナショナル社、英国日産自動車製造会社、メキシコ日

産自動車会社 他 119社 
非連結子会社 126社 (国内 78社、海外 48社) 
国内会社 日産マリーン(株)、日産車体マニュファクチュアリング(株) 他 76社 
在外会社 カルソニックカンセイ・スペイン社 他 47社 
なお、上記の非連結子会社は、総資産・売上高・当期純損益・利益剰余金等を勘案しても比較的小規模

であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を与えていないため連結の範囲から除外した。 
(2) 持分法適用会社 60社 

非連結子会社 35社 (国内 20社、海外 15社) 
 日産マリーン(株)、カルソニックカンセイ・スペイン社 他 33社 
関連会社 25社 (国内 18社、海外 ７社) 
 ルノー、日産東京販売ホールディングス(株) 他 23社 
持分法非適用会社 124社 
非連結子会社 91社 日産車体マニュファクチュアリング(株) 他 90社 
関連会社 33社 (株)トノックス 他 32社 
なお、上記の非連結子会社及び関連会社については、いずれも当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の重要性がないため持分法適用の範囲から除外した。 
(3) 連結の範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結新規 ５社 広州日産通商貿易有限公司、日産自動車九州(株) 他３社 
連結除外 13社 日産プリンス東京販売(株)、日産プリンス西東京販売(株) 他 11社 
持分新規 ３社 ジヤトコタイランド社 他２社 
持分除外 ２社 広州日産通商貿易有限公司 他１社 
異動の主な理由は、新規会社は新規設立、重要性の増加によるものであり、除外会社は合併消滅、清算、

株式の譲渡によるものである。 
２．連結子会社の決算日等に関する事項 

(1) 連結子会社のうち、決算日が連結決算日(３月 31日)と異なる子会社は次のとおりである。 
・12月 31日が決算日の会社・・・東風汽車有限公司、裕隆日産汽車股份有限公司、 

メキシコ日産自動車会社 他 39社  
(2) 12月31日が決算日の会社のうち、メキシコ日産自動車会社他８社については、連結決算日における仮決算
による財務諸表で連結している。また、東風汽車有限公司、裕隆日産汽車股份有限公司他 31 社について
は、各社の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について調整を行っ

たうえで連結している。 
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３．会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 ・満期保有目的の債券…償却原価法 
 ・その他有価証券 
 時価のあるもの…連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
   時価のないもの…移動平均法に基づく原価法 
②デリバティブ 時価法 
③棚卸資産 通常の販売目的で保有する棚卸資産…主として先入先出法に基づく原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
自己所有の固定資産は主として耐用年数を見積耐用年数、残存価額を実質的残存価額とする定額法を採

用している。リース資産の耐用年数は見積耐用年数又はリース期間とし、残存価額は実質的残存価額とす

る定額法を採用している。 
(3) 重要な引当金の計上基準 
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上して

いる。 
製品保証引当金 製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に従い、過去の

実績を基礎に翌期以降保証期間内の費用見積額を計上している。 
退職給付引当金 主として従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込み額に基づき、退職給付引当金または前払年金費用を計上している。会計

基準変更時差異は、主として 15 年による均等額を費用処理している。過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理し

ている。 
数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしている。 
役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ている。 
なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主

持分に含めている。 
(5) 重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為

替予約等の内、外貨建売上債権に係るもの以外については振当処理に、特例処理

の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっている。 
ヘッジ手段とヘッジ対象 ・ヘッジ手段 … デリバティブ取引 

・ヘッジ対象 … 主として外貨建債権債務等 
ヘッジ方針 連結計算書類作成会社のリスク管理規定及びデリバティブ取引に関する権限規定

に基づき、為替変動リスク、金利変動リスク等を一定の範囲内でヘッジしている。 
ヘッジ有効性の評価方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の取引に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッジ

有効性の評価を省略している。 
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(6) のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
のれん及び平成22年３月31日以前に発生した負ののれん(のれん相当額及び負ののれん相当額)は重要
性に応じ、20年以内のその効果が発現すると認められる一定の年数にわたって均等償却を行っている。但
し、金額が僅少な場合は、すべて発生時の損益として処理している。 
平成22年４月1日以降に発生した負ののれん(負ののれん相当額)は、当該負ののれんが生じた連結会計
年度の利益として処理している。 

(7) 消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

(8) 連結納税制度の適用 
連結計算書類作成会社及び一部の子会社は連結納税制度を適用している。 
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連結貸借対照表に関する注記 
１．担保資産 

(1) 担保に供している資産 
販売金融債権 1,025,991百万円 
流動資産その他 2,844 
有形固定資産 501,526 

計 1,530,361 
 (2) 上記担保資産の対象となる債務 

短期借入金 73,216百万円 
長期借入金 892,787 
(一年以内返済予定を含む)  

計 966,003 
２．有形固定資産の減価償却累計額 

4,252,049百万円
(内、リース資産 173,599百万円)

３．保証債務等の残高 
(1) 保証債務残高 90,746百万円

(内、従業員向け  89,330百万円、その他 1,416百万円)

(2) 保証予約残高 191百万円
４．受取手形割引高 

424百万円

連結損益計算書に関する注記 
１．負ののれん発生益は主に、平成 24 年３月 22 日を効力発生日とする株式交換により、当社が愛知機械工業株式
会社を完全子会社化したことに伴うものである。 

２．災害による損失の内訳は以下の通りである。 
東日本大震災にかかる損失 
 操業休止期間中の固定費 12,251百万円
 被災資産の廃棄損及び修繕費 3,367百万円
 その他 5,508百万円
 計 21,126百万円
  
タイの洪水による部品調達影響に 
かかる復旧対策費用 8,741百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１．当連結会計年度末の発行済株式種類及び総数 

普通株式 4,520,715千株
２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
決議 株式の種類 配当金の総額 

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 

平成 23年６月 29日 
定時株主総会 普通株式 20,916 ５ 平成 23年３月 31日 平成 23年６月 30日

平成 23年 11月２日 
取締役会 普通株式 41,832 10 平成 23年９月 30日 平成 23年 11月 29日

(注) 配当金の総額は、ルノーに対する配当金の内、ルノー株式に占める当社持分相当の配当金を控除したも
のである。 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計年度となるもの 
株式の種類 普通株式 
配当の原資 利益剰余金 
配当の総額 41,914百万円(１株当たり配当額 10円) 
基準日 平成 24年３月 31日 
効力発生予定日 未定 
(注) 配当金の総額は、ルノーに対する配当金の内、ルノー株式に占める当社持分相当の配当金を控除し

たものである。 
３．当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的となる株式の種類
及び数 

普通株式 28,730千株
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金融商品に関する注記 
１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループの資金運用は、短期的な預金、適格な現先取引での運用などに限定されている。 
資金調達については、短期・長期の銀行借入れ、社債、コマーシャル・ペーパー及び債権流動化による調達

など、流動性リスクを低減する為に調達手段の多様化を行っている。 
当社グループは、製品販売の対価として受取手形や売掛金を保有しており、契約に基づいた販売条件により

資金回収を行っている。また、製品の開発・製造、販売に必要な部品・資材・サービスを調達しており、各種支払

い条件に基づいた期日の債務を保有している。 
デリバティブ取引は、主として外貨建債権債務の為替変動リスクの回避、有利子負債の金利変動のリスク回避、

及びコモディティの価格変動リスク回避を目的としてグループ内のリスク管理規定に基づき行っており、投機目的

の取引は行っていない。 
販売金融事業においては、厳格な与信審査により顧客へのオートローンやリース、ディーラーへの在庫金融

などを中心とした金融サービスを提供している。 
２．金融商品の時価等に関する事項 

平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。 
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない((注２)参照)。 

(単位：百万円) 

 連結貸借対照表 
計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 765,423 765,423 ―

(2) 受取手形及び売掛金 820,008  
  貸倒引当金 △ 16,593  
 803,415 803,415 ―

(3) 販売金融債権 3,157,794  
  貸倒引当金 △ 34,749  
 3,123,045 3,123,070 25
(4) 有価証券及び投資有価証券 358,457 305,847 △ 52,610
(5) 長期貸付金 5,617  
  貸倒引当金 △ 708  
 4,909 5,107 198
資産計 5,055,249 5,002,862 △ 52,387
(1) 支払手形及び買掛金 1,377,254 1,377,254 ―

(2) 短期借入金 244,582 244,582 ―

(3) コマーシャル・ペーパー 38,437 38,437 ―

(4) 社債 772,160 788,797 △ 16,637
(5) 長期借入金 2,700,265 2,722,747 △ 22,482
(6) リース債務 72,774 74,798 △ 2,024
負債計 5,205,472 5,246,615 △ 41,143
デリバティブ取引 (14,963) (14,963) ―

(＊１) 受取手形及び売掛金、販売金融債権及び長期貸付金に個別に計上された貸倒引当金は控除してい
る。 

(＊２) 販売金融債権の連結貸借対照表計上額は、割賦繰延利益等△52,548百万円を含んでいる。 
(＊３) 社債、長期借入金及びリース債務には、流動負債における１年内償還予定の社債、１年内返済予定の

長期借入金及びリース債務をそれぞれ含んでいる。 
(＊４) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、( )で示している。 
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
資 産 
(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

(3) 販売金融債権 
これらの時価は、債権の回収期間ごとに区分した将来キャッシュ・フローに対し、満期までの期間及び信用リス

クを加味した利率により割り引いた現在価値によっている。 
(4) 有価証券及び投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。非上場外国投資信託は短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 
(5) 長期貸付金 
これらの時価は、個々の貸付金ごとの将来キャッシュ・フロー(元利金)を、同様の新規貸付を行った場合に想
定される利率により割り引いた現在価値により算定している。 
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負 債 
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) コマーシャル・ペーパー 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

(4) 社債 
当社の発行する社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは元利金の

合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定している。 
(5) 長期借入金、並びに(6) リース債務 
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定している。 
デリバティブ取引 
割引現在価値等により算定している。 
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は当該長期借入金の時価に含めて記載している。 
 (注２) 非上場株式(連結貸借対照表計上額 90,278百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積

もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 有価証券及び投資有価証券」
には含めていない。 

賃貸等不動産に関する注記 
 
１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の子会社では、国内及び海外において、賃貸等不動産を所有しており、主に自動車及び部品

の販売店舗等を有している。 
２．賃貸不動産の時価等に関する事項 

(単位：百万円) 
連結貸借対照表計上額 時価 

141,582 141,328
(注１) 連結貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。 
(注２) 当期末の時価は、主として、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額である。 

１株当たり情報に関する注記 
１株当たり純資産額  750円 77銭
１株当たり当期純利益金額 81円 67銭

その他の注記 
該当事項なし。 

 
記載金額については、百万円未満を四捨五入して表示している。 
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5.計算書類の｢個別注記表｣ 

個別注記表  
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 ……………………… 満期保有目的の債券…償却原価法(定額法) 
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法に基づく原価法 
その他有価証券 
①時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 
評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

②時価のないもの…移動平均法に基づく原価法 
(2) デリバティブ ………………… 時価法 
(3) 棚卸資産 ……………………… 先入先出法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定) 
２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 ………………… 定額法を採用している。なお、耐用年数は見積耐用年数、残存価額は実質的残存価
額によっている。 

(2) 無形固定資産 ………………… 定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間(５年)に基づく定額法を採用している。 

(3) リース資産 …………………… 定額法を採用している。なお、耐用年数は見積耐用年数又はリース期間とし、残存価
額は実質的残存価額によっている。 

３．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 

４．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 …………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込み額を計上している。 
(2) 製品保証引当金 ……………… 製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に従

い、過去の実績を基礎に翌期以降保証期間内の費用見積額を計上している。 
(3) 退職給付引当金 ……………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込み額に基づき、退職給付引当金または前払年金費用を計上している。

会計基準変更時差異については 15年による均等額を費用処理している。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により費用処理している。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしている。 
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) ヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法………… 原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為

替予約等の内、外貨建売上債権に係るもの以外については振当処理に、特例処

理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっている。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象… ヘッジ手段 … デリバティブ取引 

ヘッジ対象 … 主として外貨建債権債務等 
③ ヘッジ方針………………… リスク管理規定及びデリバティブ取引に関する権限規定に基づき、為替変動リス

ク、金利変動リスク等を一定の範囲内でヘッジしている。 
④ ヘッジ有効性の評価方法… ヘッジ手段とヘッジ対象の取引に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッ

ジ有効性の評価を省略している。 
(2) 消費税等の会計処理 ………… 税抜方式  
(3) 連結納税制度の適用 ………… 連結納税制度を適用している。 

６．表示方法の変更 
従来、「その他」に含めて表示していた特別利益「関係会社株式売却益」は、重要性が増したため区分掲記して

いる。 
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貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,357,728百万円
(内、リース資産 100,903百万円)

２．保証債務等の残高 
・保証債務 

従業員 82,437百万円 
オートモーティブエナジーサプライ(株) 17,077百万円 
日産サウスアフリカ会社 3,389百万円 
北米日産会社 807百万円 
英国日産自動車製造会社 735百万円 
その他 21,095百万円 
計 125,541百万円 

・保証予約 
ひびき灘開発(株) 191百万円 

・経営指導念書 
英国日産自動車製造会社 21,960百万円 
日産モトール・イベリカ会社 21,960百万円 
計 43,920百万円 

・キープウェル・アグリーメント 
上記の他に子会社との間で、信用を補完することを目的とした合意書(キープウェル・アグリーメント)がある。 

米国日産販売金融会社 1,639,869百万円 
(株)日産フィナンシャルサービス 443,500百万円 
カナダ日産自動車会社 123,896百万円 
豪州日産販売金融会社 55,542百万円 
ニッサンリーシング(タイランド)社 31,458百万円 
計 2,294,267百万円 

３．関係会社に対する金銭債権及び債務(区分掲記されたものを除く) 
短期金銭債権 449,007百万円 
短期金銭債務 288,105百万円 
長期金銭債務 10,825百万円 

損益計算書に関する注記 
(1) 関係会社との取引高 

営業取引による取引高  
売上高 3,166,990百万円 
営業費用 1,339,779百万円 
営業取引以外の取引による取引高 35,672百万円 

(2) 災害による損失の内訳は以下の通りである。 
東日本大震災にかかる損失  
 操業休止期間中の固定費 8,958百万円 
 被災資産の廃棄損及び修繕費 3,323百万円 
 その他 1,549百万円 
  計 13,830百万円 

タイの洪水による部品調達影響に 
かかる復旧対策費用 

3,376百万円 

株主資本等変動計算書に関する注記 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 30,919千株

税効果会計に関する注記 
繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、繰越税額控除、退職給付引当金、製品保証引当金で

あり、繰延税金負債の発生の主な原因は、租税特別措置法上の諸積立金、その他有価証券評価差額金である。 
なお、繰延税金資産から控除されている評価性引当額は 160,713百万円である。 
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関連当事者との取引に関する注記 
 
子会社及び関連会社等 

(単位：百万円) 
属性 名称 議決権等の

所有割合 
関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 北米日産会社 所有 
直接 100％

当社製品の販売先

役員の兼任 
売上高 1,051,143 売掛金 

前受金 
66,368

117,905
子会社 日産インターナショナル社 所有 

間接 100％
当社製品の販売先

役員の兼任 
売上高 410,283 売掛金 

前受金 
16,481
40,730

子会社 日産車体㈱ 所有 
直接 43.68％
間接 0.02％

当社製品の一部を

製造委託 
仕入高 286,165 買掛金 

前渡金 
未収入金 
未払費用 

61,834
7,209
7,011
5,703

子会社 ㈱日産フィナンシャルサービス 所有 
直接 100％

当社製品の販売金

融の為の貸付及び

保証等 

資金の貸付 
 

保証債務等 

( キープウェル・アグリーメント ) 

360,000 
 

443,500 

関係会社 
短期貸付金 
― 

360,000

― 

子会社 日産ファイナンス㈱ 所有 
直接 100％

当社の国内子会社

への融資の為の 
貸付 

資金の貸付 186,830 関係会社 
短期貸付金 

186,830

子会社 米国日産販売金融会社 所有 
間接 100％

当社製品の販売金

融の為の貸付及び

保証等 

資金の貸付 
 

保証債務等 

( キープウェル・アグリーメント ) 

132,918 
 

1,639,869 

関係会社 
短期貸付金 
― 

132,918

― 

子会社 カナダ日産自動車会社 所有 
直接 37.36％
間接 62.64％

当社製品の販売金

融の為の保証等 
保証債務等 

( キープウェル・アグリーメント ) 

123,896 ― ― 

子会社 豪州日産販売金融会社 所有 
間接 100％

当社製品の販売金

融の為の保証等 
保証債務等 

( キープウェル・アグリーメント ) 

55,542 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針 
(1) 製品及び部品の販売については、市場価格・総原価等を検討の上決定している。 
(2) 製品の購入については、提示された見積価格、現行製品の価格及び当社製品の市場価格から算定した
価格を基に、検討・交渉の上決定している。 
なお、部品の支給等は仕入高と相殺されており、その額は当社の原価から算定した価格を基に、交渉の

上決定している。 
その他 

(1) 子会社の借入金等に対して債務保証をしている。 
また、債務保証の一環として、信用を補完することを目的とした合意書(キープウェル・アグリーメント)があ
る。 

(2) 当社は、グループ企業との金銭貸借を行っており、利率については市場金利を勘案の上、決定している。 

１株当たり情報に関する注記 
１株当たり純資産額 403円 86銭
１株当たり当期純損失金額(△) △16円 71銭

その他の注記 
該当事項なし。 

 
記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。 

以 上 


